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当ファンドは、投資信託約款において運用報告書（全体版）を電磁的方法により交付できる旨定めています。運用報告書（全体版）
は、上記の委託会社のホームページのホーム画面から、投資信託商品一覧を選択し、当ファンドの運用報告書（全体版）を選択するこ
とにより、閲覧およびダウンロードすることができます。
また、運用報告書（全体版）を書面でご要望の場合は、販売会社にご請求いただければ、当該販売会社を通じて交付いたします。

●運用方針
　主として、わが国の金融商品取引所に上場さ
れている株式の中から、「女性活躍推進」に貢
献すると判断される銘柄に投資を行い、信託財
産の中長期的な成長を目指します。

第8期末（2019年8月26日）
基 準 価 額 8,561円
純 資 産 総 額 4,450百万円

第8期
（2019年2月27日～2019年8月26日）

騰 落 率 △10.5％
分 配 金 合 計 0円
※騰落率は分配金実績があった場合、税引前の分配金を再投
資したものとみなして計算したものです。

交付運用報告書
明治安田女性活躍推進ファンド

追加型投信／国内／株式

第8期（決算日2019年8月26日）

作成対象期間（2019年2月27日～2019年8月26日）

受益者のみなさまへ

　平素は「明治安田女性活躍推進ファンド」に
ご投資いただき、厚くお礼申し上げます。
　当ファンドは、左記の運用方針に基づき信託
財産の運用を行い、第8期の決算を行いまし
た。ここに期中の運用状況につきましてご報告
申し上げます。
　今後とも一層のご愛顧を賜りますよう、お願
い申し上げます。
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運用経過の説明
基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額は分配金実績があった場合、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
※分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により
課税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

基準価額の主な変動要因
　ファンドの運用方針に従い、わが国の金融商品取引所に上場されている株式の中から、「女性活
躍推進」に貢献すると判断される銘柄に投資を行いました。投資対象資産の価格変動等による基準
価額の変動要因は以下の通りとなりました。

（上昇要因）
　構造改革の効果で黒字転換し、国内ＩＴサービス中心に更なる業績回復が期待された日本電気、
既存ビジネスの選別受注と新規ストックビジネスの寄与により市場予想を大幅に上回る好決算を発
表した日本ユニシス、5Ｇ（第5世代移動通信システム）関連需要や日韓の半導体材料問題等により
半導体メモリー市況の早期回復期待が高まった東京エレクトロンなどの株価が上昇し、プラスに寄
与したこと。

（下落要因）
　2019年3月下旬にアルツハイマー病治療薬開発中止を発表したエーザイ、景況感の悪化や政治要
因により国際線需要の鈍化が懸念された日本航空、世界的な金利低下を背景に業績悪化が懸念され
た三井住友フィナンシャルグループなどの株価が下落し、マイナスに影響したこと。

2019/2 76543 8
（年/月）

第8期首(2019年2月26日)：9,562円
第8期末(2019年8月26日)：8,561円(既払分配金0円)
騰落率：△10.5％(分配金再投資ベース)
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※当ファンドは、わが国の金融商品取
引所に上場されている株式の中から、
「女性活躍推進」に貢献すると判断
される銘柄に投資を行いますが、特
定の指数を上回るまたは連動をめざ
した運用を行っていないため、また、
同様のユニバースから構成される適
切な指数がないため、ベンチマーク
および参考指数は設定しておりません。
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1万口当たりの費用明細

項目
当期

項目の概要2019年2月27日～2019年8月26日
金額 比率

(a) 信託報酬 66円 0.712％ (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×期末の信託報酬率
※期中の平均基準価額は9,217円です。

(投信会社) (35) (0.375) ファンドの運用、基準価額の算出、法定書類の作成等の対価
(販売会社) (30) (0.321) 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファ

ンドの管理等の対価
(受託会社) (  1) (0.016) ファンド財産の管理、投信会社からの指図の実行等の対価

(b) 売買委託手数料 10 0.104 (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
(株式) (10) (0.104) 売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

(c) その他費用 0 0.003 (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
(監査費用) (  0) (0.003) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
(その他) (  0) (0.000) 信託事務の処理等に要する諸費用、信託財産に関する租税等
合計 76 0.819

(注1)期中の費用(消費税等のかかるものは消費税等を含む)は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出
した結果です。

(注2)消費税は報告日の税率を採用しています。
(注3)各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
(注4)各比率は1万口当たりのそれぞれの費用金額(円未満の端数を含む)を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目

ごとに小数第3位未満は四捨五入してあります。
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最近5年間の基準価額等の推移

※分配金再投資基準価額は分配金実績があった場合、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
※分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により
課税条件も異なります。したがって、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

2015年7月30日
設定日

2016年8月26日
決算日

2017年8月28日
決算日

2018年8月27日
決算日

2019年8月26日
決算日

基準価額 (円) 10,000 7,913 9,901 10,579 8,561
期間分配金合計（税込み） (円) － 0 0 120 0
分配金再投資基準価額騰落率 (％) － △20.9 25.1 8.0 △19.1
純資産総額 (百万円) 5,000 3,979 4,974 5,447 4,450
※当ファンドは、わが国の金融商品取引所に上場されている株式の中から、「女性活躍推進」に貢献すると判断される銘柄に投資
を行いますが、特定の指数を上回るまたは連動をめざした運用を行っていないため、また、同様のユニバースから構成される適
切な指数がないため、ベンチマークおよび参考指数は設定しておりません。
※設定日の基準価額は設定時の価額、純資産総額は設定元本です。
※各決算日は、表中の最後の決算日から起算して過去1年毎の決算日を表示しています。期間分配金合計は年間の分配金累計額、
騰落率は年間の騰落率です。ただし、2016年8月26日の騰落率は設定時との比較です。
※騰落率は、小数点以下第2位を四捨五入して表示しております。
※純資産総額の単位未満は切捨てて表示しております。
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投資環境
国内株式
　当期の国内株式相場は下落しました。期首から4月にかけては米国の利上げ休止観測や、中国政
府による景気対策への期待から、底堅く推移しましたが、5月には米中通商問題を巡る先行き不透
明感から投資家のリスク回避の動きが広がり、大きく下落しました。6月から7月上旬にかけては米
欧の金融緩和観測の高まりなどを背景に上昇する場面がありましたが、その後期末にかけては米中
通商問題の再燃から下落しました。

当該投資信託のポートフォリオ
　期首の運用方針に基づき、わが国の金融商品取引所に上場されている株式（これに準ずるものを
含む）の中から、「女性活躍推進に優れた企業」「女性活躍推進を強化している企業」「女性の活
躍を後押しする商品・サービスを提供している企業」に着目して選定した銘柄に投資しました。
「女性活躍推進に優れた企業」を選定するプロセスにおいて、経済産業省と株式会社東京証券取引
所の共同事業である「なでしこ銘柄」を活用しました。最終的な銘柄選択にあたっては、個別企業
の成長性や財務内容等の調査・分析を活用したボトムアップ・アプローチを重視しました。
　期中に新規に買い付けた主な銘柄としては、協和キリン（医薬品）、オリンパス（精密機器）、
東京エレクトロン（電気機器）などが挙げられます。一方、全て売却した主な銘柄としては、大塚
ホールディングス（医薬品）、小松製作所（機械）、バンダイナムコホールディングス（その他製
品）などが挙げられます。
　また、期を通じて、株式組入比率は概ね98～99％程度と高位を保ちました。

【組入上位業種】（純資産総額比）
期首

業種 組入比率
1 電気機器 13.6％
2 情報・通信業 7.7％
3 輸送用機器 7.6％
4 銀行業 7.1％
5 医薬品 6.2％

期末
業種 組入比率

1 電気機器 17.5％
2 輸送用機器 7.8％
3 情報・通信業 6.8％
4 化学 6.7％
5 銀行業 5.9％
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当該投資信託のベンチマークとの差異
　当ファンドは、わが国の金融商品取引所に上場されている株式の中から、「女性活躍推進」に貢
献すると判断される銘柄に投資を行いますが、特定の指数を上回るまたは連動をめざした運用を
行っていないため、また、同様のユニバースから構成される適切な指数がないため、ベンチマーク
および参考指数は設定しておりません。

分配金
　当期の収益分配金は、分配対象額の水準、基準価額の水準等を勘案し、見送りとさせていただき
ました。なお収益分配にあてず信託財産内に留保した利益の運用については、特に制限を設けず、
委託者の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。

分配原資の内訳� (単位：円・％、1万口当たり、税引前)
項目 第8期

(2019年2月27日～2019年8月26日)
当期分配金 －
　 (対基準価額比率) －
当期の収益 －
当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 1,030
(注1)対基準価額比率は当期分配金(税込み)の期末基準価額(分配金込み)に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。
(注2)当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。

今後の運用方針

　引き続き、「女性活躍推進に優れた企業」「女性活躍推進を強化している企業」「女性の活躍を
後押しする商品・サービスを提供している企業」に着目して選定した銘柄に投資します。「女性活
躍推進に優れた企業」を選定するプロセスでは、「なでしこ銘柄」を活用します。「女性活躍推進
を強化している企業」「女性の活躍を後押しする商品・サービスを提供している企業」を選定する
プロセスでは、アナリストによる企業訪問等を通じた定性的アプローチや、ＣＳＲデータを活用し
た定量的アプローチに基づき、独自のスクリーニングを行います。最終的な銘柄選択にあたって
は、個別企業の成長性や財務内容等の調査・分析を活用したボトムアップ・アプローチを重視します。
　2019年6月5日に女性活躍推進法が改正されました。女性活躍に関する情報公表項目の拡大と、
行動計画策定義務の対象が301人以上の企業から101人以上の企業へ拡大しました。優秀な人材の
確保や従業員の満足度向上に向け、更なる女性活躍推進や働き方改革が進むことが期待されます。
　このような流れを踏まえ、女性活躍推進の実効性に注目した銘柄の選定を行います。
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お知らせ
　該当事項はございません。

当該投資信託の概要
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 2015年7月30日から2020年7月30日

運 用 方 針 信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。

主要投資対象 わが国の金融商品取引所に上場されている株式を主要対象とします。

運 用 方 法

主として、わが国の金融商品取引所に上場されている株式（これに準ずるものを含
む）の中から、「女性活躍推進に優れた企業」「女性活躍推進を強化している企業」
「女性の活躍を後押しする商品・サービスを提供している企業」に着目して選定した
銘柄に投資します。
「女性活躍推進に優れた企業」を選定するプロセスにおいて、経済産業省と株式会社
東京証券取引所の共同事業である「なでしこ銘柄」を活用します。
最終的な銘柄選択にあたっては、個別企業の成長性や財務内容等の調査・分析を活用
したボトムアップ・アプローチを重視します。

分 配 方 針

年2回（2月、8月の各26日。休業日の場合は翌営業日。）決算を行い、原則として以
下の方針に基づき分配を行います。
①分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた配当等収益と売買益（評価益を

含みます。）等の全額とします。
②収益分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。た

だし、必ず分配を行うものではありません。
③収益分配にあてず信託財産内に留保した利益の運用については、特に制限を設け

ず、委託者の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。
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代表的な資産クラスとの騰落率の比較

※上記グラフは、ファンドと他の代表的な資産クラスを定量的に比較できるように、対象期間5年間の各月末における直近1年間
の騰落率データ(60個)を用いて、平均、最大、最小を表示したものです。

※ファンドの年間騰落率のデータは、各月末の分配金再投資基準価額(分配金実績があった場合、税引前の分配金を再投資したも
のとみなして計算)をもとに計算しており、実際の基準価額に基づいて計算した年間騰落率とは異なる場合があります。また、
決算日を基準日とした年間騰落率とは異なります。

※すべての資産クラスが、当ファンドの投資対象とは限りません。

(注)当ファンドの年間騰落率のデータ数は、設定日から5年分(60個)に達していないことから、代表的資産クラスのデータ数と異
なります。

※各資産クラスの指数について
資産クラス 指数名称 権利者
日本株 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）（配当込み） 株式会社東京証券取引所
先進国株 ＭＳＣＩ－ＫＯＫＵＳＡＩ（配当込み・円換算ベース） MSCI Inc.
新興国株 ＭＳＣＩエマージング・マーケット・インデックス（配当込み・円換算ベース） MSCI Inc.
日本国債 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ（国債） 野村證券株式会社
先進国債 ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース） FTSE Fixed Income LLC
新興国債 ＪＰモルガンＧＢＩ－ＥＭグローバル・ダイバーシファイド（円ベース） J.P.Morgan Securities LLC

(注)海外指数は、対円での為替ヘッジなしによる投資を想定して、各月末の指数値を円換算または円ベースとしています。
※各指数に関する著作権等の知的財産権、その他一切の権利は、上記に記載の各権利者に帰属します。

また、各権利者は当ファンドの運用成果等に関し一切責任を負いません。
各指数の詳細は後掲の＜代表的な資産クラスの指数について＞をご参照ください。

(％) 対象期間：2014年8月～2019年7月

(注)
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2.7
19.3

△12.3

1.4
19.3

△17.4

最大値
最小値

平均値
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当該投資信託のデータ
当該投資信託の組入資産の内容

○国内株式上位銘柄� 組入銘柄数：80
銘柄名 業種 組入比率（％）

1 トヨタ自動車 輸送用機器 5.8
2 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 3.6
3 オリンパス 精密機器 3.5
4 日本電気 電気機器 3.2
5 東京エレクトロン 電気機器 2.8
6 ＳＯＭＰＯホールディングス 保険業 2.6
7 ソニー 電気機器 2.5
8 エーザイ 医薬品 2.4
9 日本航空 空運業 2.3
10 三井住友トラスト・ホールディングス 銀行業 2.3

※組入比率は当期末における純資産総額に対する評価額の割合です。
※組入全銘柄に関する詳細な情報等については、運用報告書(全体版)に記載されています。

※当期末におけるポートフォリオ評価額に対する比率

純資産等

項目 第8期末
2019年8月26日

純資産総額 4,450,939,057円
受益権総口数 5,199,172,297口

1万口当たり基準価額 8,561円
※当期間中における追加設定元本額は14,416,837円、同解約元本額は7,153,096円です。

国内株式
100.0％

○資産別配分

日本
100.0％

○国別配分

日本円
100.0％

○通貨別配分
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＜代表的な資産クラスの指数について＞
東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）は、東京証券取引所　市場第一部（以下、東証市場第一部ということがあります。）
の時価総額の動きをあらわす株価指数であり、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいま
す。）が算出、公表を行っています。東証市場第一部に上場しているすべての銘柄を計算の対象としていますの
で、日本の株式市場のほぼ全体の資産価値の動きを表しています。
東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）は東京証券取引所の知的財産であり、株価指数の算出、指数値の公表、利用などＴ
ＯＰＩＸに関する全ての権利およびＴＯＰＩＸの商標に関する全ての権利は東京証券取引所が有します。東京証
券取引所はＴＯＰＩＸの指数値の算出若しくは公表の方法の変更、ＴＯＰＩＸの指数値の算出若しくは公表の停
止またはＴＯＰＩＸの商標の変更若しくは使用の停止を行うことができます。東京証券取引所はＴＯＰＩＸの商
標の使用若しくはＴＯＰＩＸの指数の利用に関して得られる結果について何ら保証、言及をするものではありま
せん。

MSCI-KOKUSAIは、MSCI Inc.が算出する日本を除く世界主要国の株式市場を捉える指数として広く認知されて
いるものであり、MSCI-KOKUSAI指数に関する著作権等の知的財産権、その他一切の権利はMSCI Inc.に帰属し
ます。MSCI Inc.は当ファンドの運用成果等に関し一切責任はありません。

MSCI エマージング・マーケット・インデックスは、MSCI Inc.が算出する新興国の株価の動きを表す代表的な指
数であり、MSCI エマージング・マーケット・インデックスに関する著作権等の知的財産権、その他一切の権利は
MSCI Inc.に帰属します。MSCI Inc.は当ファンドの運用成果等に関し一切責任はありません。

NOMURA-BPI（国債）は、日本国債の市場全体の動向を表す、野村證券株式会社によって計算、公表されている
投資収益指数で、野村證券株式会社の知的財産です。野村證券株式会社は、当ファンドの運用成果等に関し一切
責任はありません。

FTSE世界国債インデックスは、FTSE Fixed Income LLCにより運営され、世界主要国の国債の総合収益率を各
市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。このインデックスのデータは、情報提供のみを目的とし
ており、FTSE Fixed Income LLCは、当該データの正確性および完全性を保証せず、またデータの誤謬、脱漏
または遅延につき何ら責任を負いません。このインデックスに対する著作権等の知的財産その他一切の権利は
FTSE Fixed Income LLCに帰属します。

ＪＰモルガンGBI-EMグローバル・ダイバーシファイド（ＪＰモルガン・ガバメント・ボンド・インデックス・エ
マージング・マーケッツ・グローバル・ダイバーシファイド）は、J.P.Morgan Securities LLC（ＪＰモルガン）
が公表している、エマージング諸国の国債を中心とした債券市場の合成パフォーマンスを表す指数として広く認
知されているものであり、ＪＰモルガンの知的財産です。ＪＰモルガンは当ファンドの運用成果等に関し一切責
任はありません。






